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１．緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

１）原子力災害対策指針に基づく警戒事象 

 

ＥＡＬ

区分 

ＥＡＬ 

番号 
ＥＡＬ事象 説明 

そ
の
他
の
脅
威 

 

①立地市町村震度で６弱以上の地震が観測されたとき。

 

②オンサイト総括が警戒を必要と認める当該原子炉の運

転等のための施設の重要な故障等が発生した場合。 

 

 

 

 

 

 

③その他原子炉の運転等のための施設以外に起因する事

象が原子炉等の運転等のための施設に影響を及ぼすおそ

れがあることを認知した場合など、委員長又は委員長代

行が警戒本部設置の必要と判断した場合。 

・「立地市町村震度」とは、鏡野町及び三朝町の震度をい

う。 

 

・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す施設

をいう。 

①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・同左 

 

・同左 
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２）原災法第１０条第１項に基づく特定事象 

 

ＥＡＬ
区分 

ＥＡＬ 
番号 

政令又は

規則 
ＥＡＬ事象 説明 

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出 

SE01 

政令 
第 4 条 
第 4 項 
第 1 号 

 
規則 
第 4 条 

＜敷地境界付近の放射線量の上昇＞ 
１．原災法第１１条第１項の規定により設置された放

射線測定設備により、５マイクロシーベルト／時以

上を検出すること。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合は、当該数値は検出されなかったもの

とみなす。 
（１）排気モニタにより検出された数値に異常が認

められない場合（５マイクロシーベルト／時以

上となっている原因を直ちに原子力規制委員

会に報告する場合に限る。） 
（２）当該数値が落雷の時に検出された場合。 

２．原災法第１１条第１項の規定により設置された放

射線測定設備のすべてについて５マイクロシーベ

ルト／時を下回っている場合において、当該放射線

測定設備により、１マイクロシーベルト／時以上が

検出されているときは、当該放射線測定設備におけ

る放射線量と原子炉の運転等のための施設周辺に

おいて通報等規則第４条で定めるところにより測

定した中性子線の放射線量とを合計して得た数値

が、５マイクロシーベルト／時以上のものとなって

いるとき。 
ただし、１マイクロシーベルト／時以上が検出さ

れているときで、上記１．（１）又は（２）に該当

する場合は、当該数値は検出されなかったものとみ

なす。このとき、１．（１）の「５マイクロシーベ

ルト／時」は、「１マイクロシーベルト／時」に読

み替える。 

・「原災法第１１条第１項の規定により設置された放

射線測定設備」とはモニタリングステーション、

モニタリングポスト№１、モニタリングポスト№

２をいう。 

・「放射線測定設備により、５マイクロシーベルト／

時（１マイクロシーベルト／時）以上を検出」とは、

単位時間（２分以内のものとして「１分」とする）ご

とのガンマ線の放射線量を測定して得られた数値が

５マイクロシーベルト／時（１マイクロシーベルト／

時）以上のときをいう。 
・「検出された数値に異常が認められない場合」とは、

排気筒モニタの警報が動作していない場合又は有意

な上昇が認められない場合をいう。 
・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す

施設をいう。 
①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「通報事象等規則第４条で定めるところにより測定し

た」とは、中性子線が検出されないことが明らかにな

るまでの間、中性子線サーベイメータにより、中性子

線の放射線量を測定し、１時間当たりの数値に換算す

ることにより行われることをいう。 
・なお、ＳＥ０１を判断する過程において、放射線測定

設備の１基で１０分以上継続又は２基以上について、

５マイクロシーベルト／時を検出した場合は、ＧＥ０

１にも該当する。 
この場合は、ＳＥ０１とＧＥ０１が同時に検出され

たものとして、様式７－１に緊急事態事象に該当する

旨の記載を行う。 

SE02 

政令 
第 4 条 
第 4 項 
第 2 号 

 
規則 
第 5 条 
第 1 項 

＜通常放出経路での気体放射性物質の放出＞ 
原子炉の運転等のための施設の排気筒において、当該

原子力事業所の区域の境界付近に達した場合における

その放射能水準が５マイクロシーベルト／時以上に相

当するものとして規則第５条第１項で定める基準以上

の放射性物質が同条同項で定めるところにより検出さ

れたとき。 
 

イ 空気中の放射性物質濃度の測定（１０分以上継続し

て検出する。） 
 

・「原子炉等の運転等のための施設の排気筒」とは、以

下の施設の排気筒をいう。 

①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「当該原子力事業所の区域の境界付近」とは、センタ

ーの「敷地境界」をいう。 

・「放射能の水準が５マイクロシーベルト／時以上に相

当するものとして規則第５条第１項で定める基準以

上の放射性物質が同条同項で定めるところにより検

出されたとき。」とは、排気筒で測定される計数率で

判断する。 
・なお、ＳＥ０２が検出された場合は、同時にＧＥ０２

にも該当する。このため、ＳＥ０２とＧＥ０２が同時

に検出されたものとして、様式７－１に緊急事態事象

に該当する旨の記載を行う。 
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放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出 

SE03 

政令 
第 4 条 
第 4 項 
第 2 号 

 
規則 
第 5 条 
第 1 項 

＜通常放出経路での液体放射性物質の放出＞ 
原子炉の運転等のための施設の排水口その他これに

類する場所から、当該原子力事業所の区域の境界付近に

達した場合におけるその放射能水準が５マイクロシー

ベルト／時以上に相当するものとして規則第５条第１

項で定める基準以上の放射性物質が放出されたとき。

 
 

・「排水口その他これに類する場所」とは、以下の場所

をいう。 

① ウラン濃縮原型プラント 管理廃水排水槽 
② 濃縮工学施設 廃水処理棟 処理水ピット 
③ 廃棄物焼却施設 管理廃水ピット 
④ 製錬転換施設 廃液処理設備 排水ピット 

・「当該原子力事業所の区域の境界付近」とは、センタ

ーの「敷地境界」をいう。 

・「放射能の水準が５マイクロシーベルト／時以上に相

当するものとして規則第５条第１項で定める基準以

上の放射性物質」とは、排水口その他これに類する場

所における廃水中の放射性物質量で判断する。 
・上記の放射性物質を含む排水が排水口その他これに類

する場所から施設外に放出された場合に SE03 と判断

するものとする。 
・なお、ＳＥ０３に該当する液体放射性物質が排水口そ

の他これに推する場所から放出された場合は、同時に

ＧＥ０３にも該当する。このため、ＳＥ０３とＧＥ０

３が同時に検出されたものとして、様式７－１に緊急

事態事象に該当する旨の記載を行う。 

SE04 

政令 
第 4 条 
第 4 項 
第 3 号 

 
規則 
第 6 条 
第 2 項 
第 3 項 
第 4 項 

＜火災爆発等による管理区域外での放射線の放出＞ 
原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域（被ばく放射線量の管理を行うべき区域として規

則第６条第１項で定める区域をいう。）外の場所（政令

第４条第４項第２号で規定する場所を除く。）において、

次に掲げる放射線量が規則第６条第２項、第３項及び第

４項で定めるところによりで定めるところにより検出

されたとき。 
 

イ ５０マイクロシーベルト／時以上の放射線量（１０

分以上継続して検出する。） 
 

なお、上記の測定が困難な場合にあって、その状況に

かんがみ上記の水準が検出される蓋然性が高い場合に

は、前項に関わらず当該放射線量又は放射性物質の濃度

の水準が検出されたものとみなす。 

・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す

施設をいう。 
①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「規則第６条第１項で定める区域」とは、放射線管

理区域をいう。 

・「政令第４条第４項第２号で規定する場所」とは、通

常放出経路に係るＳＥ０２で定める排気筒及びＳＥ

０３で定める放出口をいう。 
・「５０マイクロシーベルト／時以上の放射線量」とは、

原子力防災資機材であるガンマ線測定用サーベイメ

ータで検出された値が、５０マイクロシーベルト／時

以上である場合をいう。 
 

SE05 

政令 
第 4 条 
第 4 項 
第 3 号 

 
規則 
第 6 条 
第 2 項 
第 3 項 
第 4 項 

＜火災爆発等による管理区域外での放射性物質の放出

＞ 
原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域（被ばく放射線量の管理を行うべき区域として規

則第６条第１項で定める区域をいう。）外の場所（政令

第４条第４項第２号で規定する場所を除く。）において、

次に掲げる放射性物質が規則第６条第２項、第３項及び

第４項で定めるところにより検出されたとき。 
 

ロ 当該場所におけるその放射能水準が５マイクロシ

ーベルト／時の放射線量に相当するものとして規

則第６条第２項で定める基準以上の放射性物質の

検出。 
 

なお、上記の測定が困難な場合にあって、その状況に

かんがみ上記の水準が検出される蓋然性が高い場合に

は、前項に関わらず当該放射線量又は放射性物質の濃度

の水準が検出されたものとみなす。 
 

・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す

施設をいう。 
①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「規則第６条第１項で定める区域」とは、放射線管

理区域をいう。 

・「政令第４条第４項第２号で規定する場所」とは、通

常放出経路に係る排気筒及び放出口をいう。 
・「その放射能水準が５マイクロシーベルト／時の放射

線量に相当するもの」とは、原子力防災資機材である

ガ可搬式ダスト測定関連機器、可搬式の放射性ヨウ素

測定関連機器で検出された値が水準として５マイク

ロシーベルト／時の放射線量に相当する放射性物質

を検出した場合をいう。 
・「規則第６条第第２項、第３項及び第４項で定めると

ころにより検出」とは以下の①及び②をいう。 

①検出された放射性物質の種類が明らかで、か

つ、１種類である場合にあっては、その放射

性物質の濃度が周辺監視区域外の空気中濃度

限度の５０倍以上のとき 

②検出された放射性物質の種類が明らかで、か

つ、２種類以上の放射性物質がある場合にあ

っては、それぞれの放射性物質の濃度が周辺

監視区域外の空気中濃度限度の５０倍の数値

に対する割合の和が１以上になるとき 
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SE06 

政令 
第 4 条 
第 4 項 
第 5 号 

＜施設内（原子炉外）臨界事故のおそれ＞ 
原子炉の運転等のための施設の内（原子炉の本体

の内部を除く。）において、臨界状態の発生の蓋然

性が高い状態にあること。 

・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す

施設をいう。 
①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「臨界状態の発生の蓋然性が高い状態」とは、シリ

ンダの取扱い作業をしており、かつ、取り扱いを

している施設近傍の放射線測定設備においてSE01

に相当するガンマ線が検出された状態をいう。 

そ
の
他
の
脅
威 

SE55 

政令 
第 4 条 
第 4 項 
第 5 号 

 
規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
ヌ 

＜その他原子炉の運転等のための施設以外に起因する

事象等による原子力施設への影響＞ 
その他原子力施設以外に起因する事象が原子炉施設

に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線が原子力

事業所外へ放出され、又は放出されるおそれがあり、原

子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置の

準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある

事象が発生すること。 

・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す

施設をいう。 
①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「その他原子力施設以外に起因する事象」とは、自然

現象の影響や人的行為によって、原子力施設の安全

を維持する機能に不具合を引き起こすような事象を

いう。 

事
業
所
外
運
搬 

XSE61 

政令 
第 4 条 
第 4 項 
第 4 号 

＜事業所外運搬での放射線量率の上昇＞ 
火災、爆発その他これに属する事象の発生の際に事業

所外運搬に使用する容器から１m 離れた場所において

１００マイクロシーベルト／時以上の放射線量が省令

第２条で定めるところにより検出されたとき。なお、上

記の測定が困難な場合にあって、その状況にかんがみ当

該水準が検出される蓋然性が高い場合には、当該放射線

量が検出されたものとみなす。 

 

○計測器等 

・ガンマ線測定用サーベイメータ。 

 

XSE62 
省令 

第 3 条 

＜事業所外運搬での放射性物質の漏えい＞ 
火災、爆発その他これらに類する事象により省令第３

条で定める放射性物質の漏えいが発生するか、又は当該

漏えいの蓋然性が高いとき。 
 

 

○事業所外運搬容器においてＬ型及び IP-Ⅰ型は適

用除外とする。 

○計測器等 

・表面汚染密度サーベイメータ。 
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３）原災法第１５条第１項に関する緊急事態事象 

 

ＥＡＬ

区分 

ＥＡＬ 

番号 

政令又は

規則 
ＥＡＬ事象 説明 

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出 

GE01 

政令 
第 6 条 
第 3 項 
第 1 号 

＜敷地境界付近の放射線量の上昇＞ 
原災法第１１条第１項の規定により設置された放射

線測定設備について、５マイクロシーベルト／時以上の

放射線量が検出されたときであって、放射線量が２点以

上において又は１地点において１０分間以上検出され

た場合に限る。 
ただし、当該数値が落雷のときに検出された場合を除

く。 
 

・「原災法第１１条第１項の規定により設置された放

射線測定設備」とはモニタリングステーション、

モニタリングポスト№１、モニタリングポスト№

２をいう。 

・「５マイクロシーベルト／時以上の放射線量が検出さ

れたときであって」とは、ＳＥ０１に該当すると判断

したときをいう。 
・「１地点において１０分間以上検出された場合」とは、

放射線測定設備の１基で検出値が５マイクロシーベ

ルト／時以上となっている状態が、１０分以上継続し

た場合をいう。 

GE02 

政令 
第 6 条 
第 4 項 
第 1 号 

 
規則 

第 12 条 
第 1 項 

＜通常放出経路での気体放射性物質の放出＞ 
原子炉の運転等のための施設の排気筒において、当該

原子力事業所の区域の境界付近に達した場合における

その放射能水準が５マイクロシーベルト／時以上に相

当するものとして規則第５条第１項で定める基準以上

の放射性物質が同条同項で定めるところにより検出さ

れたとき。 
 

イ 空気中の放射性物質濃度の測定（１０分以上継続し

て検出する。） 

・ＧＥ０２は、ＳＥ０２と同じ基準である。このため、

判断及び発生報告の取扱いは、ＳＥ０２に準ずる。

 

GE03 

政令 
第 6 条 
第 4 項 
第 1 号 

 
規則 

第 12 条 
第 1 項 

＜通常放出経路での液体放射性物質の放出＞ 
原子炉の運転等のための施設の排水口その他これに類

する場所から、当該原子力事業所の区域の境界付近に達

した場合におけるその放射能水準が５マイクロシーベ

ルト／時以上に相当するものとして規則第５条第１項

で定める基準以上の放射性物質が放出されたとき。 

・ＧＥ０３は、ＳＥ０３と同じ基準である。このため、

判断及び発生報告の取扱いは、ＳＥ０３に準ずる。

 

GE04 

政令 
第 6 条 
第 3 項 
第 2 号 

 

＜火災爆発等による管理区域外での放射線の異常放出

＞ 
原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域（被ばく放射線量の管理を行うべき区域として規

則第６条第１項で定める区域をいう。）外の場所（政令

第４条第４項第２号で規定する場所を除く。）において、

次に掲げる放射線量が検出されたとき。 
 

イ ５ミリシーベルト／時以上の放射線量（１０分以上

継続して検出する。） 
 

なお、上記の測定が困難な場合にあって、その状況に

かんがみ上記の水準が検出される蓋然性が高い場合に

は、検出されたものとみなす。 

・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す

施設をいう。 
①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「規則第６条第１項で定める区域」とは、放射線管

理区域をいう。 

・「政令第４条第４項第２号で規定する場所」とは、通

常放出経路に係るＳＥ０２で定める排気筒及びＳＥ

０３で定める放出口をいう。 
・「５ミリシーベルト／時以上の放射線量」とは、原子

力防災資機材であるガンマ線測定用サーベイメータ

で検出された値が、５ミリシーベルト／時以上である

場合をいう。 
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本表における法、政令、省令及び規則は次のとおり。 

法 ：原子力災害対策特別措置法（平成１１年法第１５６号） 

政令：原子力災害対策特別措置法施行令（平成１２年政令１９５号） 

規則：原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規

則（平成２４年文部科学省・経済産業省令第２号） 

省令：原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係

る事象等に関する規則（平成２４年文部科学省・経済産業省・国土交通省令第２号） 

GE05 

政令 
第 6 条 
第 4 項 
第 2 号 

＜火災爆発等による管理区域外での放射性物質の異常

放出＞ 
原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域（被ばく放射線量の管理を行うべき区域として規

則第６条第１項で定める区域をいう。）外の場所（政令

第４条第４項第２号で規定する場所を除く。）において、

次に掲げる放射性物質が検出されたとき。 
 

ロ 当該場所におけるその放射能水準が５００マイク

ロシーベルト／時の放射線量に相当するものとし

て規則第６条第２項で定める基準の１００倍以上

の放射性物質の検出。 
 

なお、上記の測定が困難な場合にあって、その状況に

かんがみ上記の水準が検出される蓋然性が高い場合に

は、検出されたものとみなす。 
 

・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す

施設をいう。 
①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「規則第６条第１項で定める区域」とは、放射線管

理区域をいう。 

・「政令第４条第４項第２号で規定する場所」とは、通

常放出経路に係る排気筒及び放出口をいう。 
・「その放射能水準が５００マイクロシーベルト／時の

放射線量に相当するもの」とは、原子力防災資機材で

あるガ可搬式ダスト測定関連機器、可搬式の放射性ヨ

ウ素測定関連機器で検出された値が水準として５０

０マイクロシーベルト／時の放射線量に相当する放

射性物質を検出した場合をいう。 
・「規則第６条第第２項で定めるところにより検出」と

は以下の①及び②をいう。 

① 検出された放射性物質の種類が明らかで、か

つ、１種類である場合にあっては、その放射

性物質の濃度が周辺監視区域外の空気中濃度

限度の５０００倍以上のとき 
② 検出された放射性物質の種類が明らかで、か

つ、２種類以上の放射性物質がある場合にあ

っては、それぞれの放射性物質の濃度が周辺

監視区域外の空気中濃度限度の５０００倍の

数値に対する割合の和が１以上になるとき 

GE06 

政令 
第 6 条 
第 4 項 
第 3 号 

＜施設内（原子炉外）臨界事故＞ 
原子炉以外において、核燃料物質が臨界状態にあると

き。 

・「核燃料物質が臨界状態にあること」とは、SE06 の

状態で、かつ、シリンダ取扱施設の近傍で原子力

防災資機材によって中性子線が測定された場合を

いう。 

そ
の
他
の
脅
威 

GE55 

政令 
第 6 条 
第 4 項 
第 4 号 

 
規則 

第 14 条 
第 1 項 

ヌ 

＜その他原子炉の運転等のための施設以外に起因する

事象等による原子力施設への影響＞ 
その他原子力施設以外に起因する事象が原子炉施設

に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線が異常な

水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそ

れがあり、原子力事業所周辺の住民の避難又は屋内退避

を開始する必要がある事象が発生すること。 
 

・「原子炉の運転等のための施設」とは、以下に示す

施設をいう。 
①ウラン濃縮原型プラント 

②濃縮工学施設 

③廃棄物焼却施設 

④製錬転換施設 

・「その他原子力施設以外に起因する事象」とは、自然

現象の影響や人的行為によって、原子力施設の安全

を維持する機能に不具合を引き起こすような事象を

いう。 

事
業
所
外
運
搬 

XGE61 

政令 
第 6 条 
第 3 項 
第 3 号 

＜事業所外運搬での放射線量率の上昇＞ 
火災、爆発その他これに属する事象の発生の際に事業

所外運搬に使用する容器から１m 離れた場所において

１０ミリシーベルト／時以上の放射線量が省令第２条

で定めるところにより検出されたとき。なお、上記の測

定が困難な場合にあって、その状況にかんがみ当該水準

が検出される蓋然性が高い場合には、当該放射線量が検

出されたものとみなす。 

 

○計測器等 

・ガンマ線測定用サーベイメータ。 

○事業所外運搬容器においてＬ型及び IP-Ⅰ型は適

用除外とする。 

 

XGE62 
省令 

第 4 条 

＜事業所外運搬での放射性物質の漏えい＞ 
事業所外運搬にあっては、火災、爆発その他これらに

類する事象により省令第４条で定める放射性物質の漏

えいが発生するか、又は当該漏えいの蓋然性が高いと

き。 

 

○計測器等 

・表面汚染密度サーベイメータ。 

○事業所外運搬容器においてＬ型及び IP-Ⅰ型は適

用除外とする。 
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４）通報・連絡様式 

 

警戒事態該当事象発生連絡 
（第  報：発信時刻  時  分） 

原子力規制委員会 殿 

 

  

警戒事態該当事象連絡 
 

  年  月  日

 

 

通報者名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

人形峠環境技術センター

所長（原子力防災管理者） 

（担当者： 

所 属：人形峠環境技術センター 

電 話：           ） 

警戒事態該当事象の発生について、原子力災害対策指針に基づき連絡します。 

原子力事業所の名称及び場所 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

人形峠環境技術センター 

岡山県苫田郡鏡野町上齋原１５５０番地 

警戒事態該当事象の発生箇所 

（施設名） 
 

警戒事態該当事象の発生時刻   年  月  日  時  分（２４時間表示） 

発
生
し
た
警
戒
該
当
事
象
の
概
要 

警戒事態該当事象の種類 

□ 外的な事象による原子力施設への影響 

 （大地震の発生、その他自然災害） 

□ その他（原子力規制委員会又は原子力規制庁が警戒事態と

判断した事象） 

想 定 さ れ る 原 因 
□ 調査中 

□ 特 定（                     ）

検出された放射線量の状況、

検出された放射性物質の状

況又は主な施設・設備の状態

等 

 

その他警戒事態該当事象の把握に

参考となる情報 

 

 

 
備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
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警戒事態該当事象発生連絡 
（第  報：発信時刻  時  分） 

原子力規制委員会 殿 

 

警戒事態該当事象 

発生後の経過連絡 

 

 

  年  月  日

通報者名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

人形峠環境技術センター

所長（原子力防災管理者） 

（担当者： 

所 属：人形峠環境技術センター 

電 話：           ） 

原子力災害対策指針に基づき、警戒事態該当事象発生後の経過を以下のとおり連絡します。 

原子力事業所の名称及び場所 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
人形峠環境技術センター 
岡山県苫田郡鏡野町上齋原１５５０番地 

警戒事態該当事象の発生箇所 
（注１） 

 

警戒事態該当事象の発生時刻 
（注１） 

  年  月  日  時  分（２４時間表示） 

警戒事態該当事象の種類 
（注１） 

 

発 生 事 象 と 対 応 の 概 要 
（注２） 

（対応日時、対応の概要） 

その他の事項の対応（注３） 
 

 

備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
（注１）最初に発生した警戒事態該当事象の発生個所、発生時刻、種類について記載する。 
（注２）設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、内容に

ついて発生時刻順に記載する。 
（注３）最初に発生した警戒事態該当事象の発生個所、発生時刻、種類について記載する。 
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特定事象発生通報 
（第  報：発信時刻  時  分） 

内閣総理大臣、原子力規制委員会 

都道府県知事、市町村長 殿 

関係自治体・関係機関 御中 

 

第 10 条通報 

  年  月  日

 

 

 

通報者名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

人形峠環境技術センター 

所長（原子力防災管理者） 

（担当者：            

所 属：人形峠環境技術センター 

電 話：           ） 

特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1項の規定に基づき通報します。 

原子力事業所の名称及び場所 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター 

岡山県苫田郡鏡野町上齋原１５５０番地 

特定事象の発生箇所（施設名）  

特 定 事 象 の 発 生 時 刻   年  月  日  時  分（２４時間表示） 

発
生
し
た
特
定
事
象
の
概
要 

特 定 事 象 の 種 類 

□ モニタリングポスト放射線量異常 

□ 通常放出部位からの放射性物質異常放出 

□ 通常放出部位以外からの放射性物質異常放出 

□ プラント事象（              ） 

□ 臨界事故 

想 定 さ れ る 原 因 
□ 調査中 

□ 特 定（                     ） 

検出された放射線量の状

況、検出された放射性物

質の状況又は主な施設・

設備の状態等 

 

その他特定事象の把握に参考と

なる情報 
 

備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
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特定事象発生通報 
（第  報：発信時刻  時  分） 

内閣総理大臣、原子力規制委員会 

国土交通大臣 

都道府県知事、市町村長 殿 

関係自治体・関係機関 御中 

 

第 10 条通報 

  年  月  日

 

 

 

通報者名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

人形峠環境技術センター 

所長（原子力防災管理者） 

（担当者：            

所 属：人形峠環境技術センター 

電 話：           ） 

事業所外運搬に係る特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1 項の規定に

基づき通報します。 

原子力事業所の名称及び場所 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター 

岡山県苫田郡鏡野町上齋原１５５０番地 

特 定 事 象 の 発 生 箇 所  

特 定 事 象 の 発 生 時 刻   年  月  日  時  分（２４時間表示） 

発
生
し
た
特
定
事
象
の
概
要 

特 定 事 象 の 種 類 
□ 事業所外運搬放射線量異常 

□ その他（                      ）

想 定 さ れ る 原 因 
□ 調査中 

□ 特 定（                     ） 

検出された放射線量の状

況、検出された放射性物

質の状況又は主な施設・

設備の状態等 

 

その他特定事象の把握に参考と

なる情報 
 

備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。  
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（１/２） 

応急措置の概要報告 
（第  報：発信時刻   時   分） 

内閣総理大臣、原子力規制委員会 

都道府県知事、市町村長 殿 

関係自治体・関係機関 御中 

 

第 25 条 報告 

  年  月  日

 

通報者名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

人形峠環境技術センター 

所長（原子力防災管理者） 

（担当者：            

所 属：人形峠環境技術センター 

電 話：           ） 

原子力災害対策特別措置法第 25 条第 2項に基づき、応急措置の概要を以下のとおり報告します。 

 

１．事故件名 

２．事故発生日時   年  月  日（ ）  時  分 

３．応急措置の概要 

日  時 主 要 経 緯 

  

 

４．その他事項：                                  

                                          

                                          

 

備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
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（２/２） 

施設の状況 （確認時刻：  月  日  時  分） 

事故時の運転状況 

放射性物質の放出状態 

（排気筒放出口） 
□放出（連続 ・ 断続）           □停止 

放出口以外の放出状態 

（放出場所名） 

放出場所名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

□放出（連続 ・ 断続）           □停止 

建屋換気機能 □正常 □異常 

閉じ込め機能 □正常 □異常 

外部電源 □受電 □喪失 

非常用発電機 □受電 □喪失 

その他の特記事項 
 

モニタリング値（確認時刻：  月  日  時  分） 

モニタリング・ポイント（空間線量率） μＧｙ/ｈ

モニタリング・ポイント（ＨＦ） ｍｇ/ｍ3        ｐｐｍ 

排気筒放射線モニタ（α線計数率） ｃｐｍ（平常         ｃｐｍ）

排気筒放射線モニタ（β(γ)線計数率） ｃｐｍ（平常         ｃｐｍ）

排気筒モニタ（ＨＦ） ｐｐｂ（平常         ｐｐｂ）

その他 
 

放出状況（評価時刻：  月  日  時  分） 

放出場所   スタック           （地上高   ｍ）

その他            （地上高   ｍ）

気象情報（気象観測露場） 天   候： 

風   向：      方位 

風   速：      ｍ／ｓ（     ｍ高）

大気安定度： 

(1)評価時刻までの放出量  

放出量   核種 総量（Ｂｑ）  

 ＨＦ計算値（ｍｇ）  

放出継続時間        （ｈ）  

放出開始時刻  

(2)評価時刻の放出状況  

放出濃度  核種 （Ｂｑ/ｃｍ３）  

 
ＨＦ計算値（ⅿｇ/ｍ3 

ｐｐｍ）

ⅿｇ/ｍ3

ｐｐｍ

放出率   核種 （Ｂｑ/ｓ）  

(3)評価時刻以後の放出（予測）  

放出推定量 核種 総量（Ｂｑ）  

 ＨＦ      （ｍｇ）  

放出継続推定時間          （ｈ）  

 

 



13 

 

応急措置の概要報告 
（第  報：発信時刻   時   分） 

内閣総理大臣、原子力規制委員会 

国土交通大臣 

都道府県知事、市町村長 殿 

関係自治体・関係機関 御中 

 

第 25 条 報告 

  年  月  日

 

通報者名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

人形峠環境技術センター 

所長（原子力防災管理者） 

（担当者：            

所 属：人形峠環境技術センター 

電 話：           ） 

事業所外運搬に係る原子力緊急事態応急措置の概要について、原子力災害対策特別措置法第 25 条

第 2項に基づき以下のとおり報告します。 

 

１．事故件名 

２．事故発生日時   年  月  日（ ）  時  分 

３．応急措置の概要 

日  時 主 要 経 緯 

  

 

４．その他事項：                                  

                                          

                                          

 
 

備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
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２．施設等の設置場所 

 １）緊急時対策所 

・人形峠環境技術センター 総合管理棟 ３階 

 

 ２）原子力事業所災害対策支援拠点 

   ・原子力機構いつき寮 

   

 


